
別紙
社会福祉施設等災害復旧費国庫補助金の概要
１　対象者（中核市及び中核市に所在する施設を除く）
①　市町村
②　地方税法（昭和25年法律第226号）第348条第2項第10の4号及び第10の6号の規定により固定資産税を課されないこととされている法人（社会福祉法人、医療法人、日本赤十字社、公益社団法人、公益財団法人、特例民法法人等）
※平成２３年度より障害福祉サービス事業所、共同生活介護、共同生活援助の整備の補助対象として、社会福祉法人、日本赤十字社、医療法人等に加えて、特定非営利活動法人、営利法人等が補助対象に加えられる予定です。

③　社会福祉施設等施設整備費補助金を受けて整備した障害福祉サービス事業所を有する一般社団法人又は一般財団法人

④　過去に保健衛生施設等施設整備費補助金の交付を受けて整備した精神障害者社会復帰施設を有する民間事業者

２　対象事業

身体障害者更生援護施設、身体障害者社会参加支援施設、知的障害者援護施設、障害者支援施設等、知的障害児施設等（知的障害児施設、知的障害児通園施設、盲ろうあ児施設、肢体不自由児施設、重症心身障害児施設）の災害復旧事業であること。

※自己所有の物件に限ります。（賃借物件は対象外）

３　対象経費

施設整備（施設と一体的な設備を含む。）について災害復旧費協議額一件につき８０万円以上であること。

①　基準額　厚生労働大臣に協議して承認を得た額

②　対象経費　社会福祉施設等の災害復旧に必要な工事費又は工事事務費

※補助対象外経費は交付要綱第２の５を参照してください。

４　補助割合　３／４（間接補助事業）　→　５／６（変更予定）

※市町村によって補助割合が異なる場合がありますのでご承知願います。
５　その他

詳細は、「社会福祉施設等災害復旧費国庫補助金交付要綱」及び別紙「東日本大震災に係る社会福祉施設等災害復旧費事務取扱要領」を確認してください。なお、現在交付要綱については改正作業中なので、改正になり次第お知らせします。
